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1. スコア⽅式について

2. 業務継続計画（ＢＣＰ）について



スコア合計点 基本報酬

170点以上 724単位/⽇

150点以上170点未満 692単位/⽇

130点以上150点未満 676単位/⽇

105点以上130点未満 655単位/⽇

80点以上105点未満 527単位/⽇

60点以上80点未満 413単位/⽇

60点未満 319単位/⽇

● スコア⽅式による基本報酬の算定
基本報酬の算定に係る実績について、従来の「１⽇の平均労働時間」に加え､「⽣産活動」､「多様な働き⽅」､「⽀援⼒向上」及び「地域連携活動」

の５つの観点から成る各評価項⽬の総合評価をもって実績とする⽅式（スコア⽅式）に⾒直す。

※ 令和３年度における基本報酬においては、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、スコア⽅式の項⽬のうち、「労働時間」については、（Ⅰ）平成30年度（Ⅱ）令和元年度（Ⅲ）令和２年度の
いずれかの年度の実績で評価。「⽣産活動」については、前年度を「令和元年度」に置き換えた実績で評価することも可（その場合、前々年度は「平成30年度」を⽤いる）それ以外の項⽬は、令和２
年度実績で評価。令和４年度以降にかかる報酬の取扱いについては改めて検討

評価指標 判定スコア

労 働 時 間 1⽇の平均労働時間 ５〜８０点

⽣ 産 活 動 前年度及び前々年度における⽣産活動
収⽀の状況 ５〜４０点

多様な働き⽅ 利⽤者が多様な働き⽅を実現できる制
度の整備状況とその活⽤実績 ０〜３５点

⽀ 援 ⼒ 向 上 職員のキャリアップの機会を提供して
いる等、⽀援⼒向上に係る取組実績 ０〜３５点

地域連携活動
地元企業と連携した⾼付加価値の商品
開発、施設外就労等により働く場の確
保等地域と連携した取組実績

０〜１０点

● 【新設】⾃⼰評価未公表減算 所定単位数×85／100
事業所ホームページ等を通じて、スコア⽅式による評価内容は全て公表することを事業所に義務づけるとともに、未公表の場合には基本報酬を減算する。

就労継続⽀援Ａ型の基本報酬等の⾒直し

※ 従業員配置7.5︓1、定員20⼈以下の場合の単位

○ 基本報酬の算定に係る実績の⾒直し等

○ ⼀般就労への移⾏に対する更なる評価の設定等
スコア合計点 加算単位数

170点以上 93単位/⽇

150点以上170点未満 87単位/⽇

130点以上150点未満 80単位/⽇

105点以上130点未満 73単位/⽇

80点以上105点未満 65単位/⽇

60点以上80点未満 57単位/⽇

60点未満 50単位/⽇

● 基本報酬に応じた就労移⾏⽀援体制加算
⼀般就労への移⾏に対する更なる評価を実施するため、基本報酬の区分に応じたメリハリのあるものとする。

※ 従業員配置7.5︓1、定員20⼈以下の場合の単位

● 【新設】就労移⾏連携加算 1000単位
就労継続⽀援Ａ型から就労移⾏⽀援に移⾏した者について、連絡調整その他の相談援助を⾏うとともに、⽀

援の状況等の情報を⽂書により相談⽀援事業者に対して提供している場合に、１回に限り加算。
● 福祉専⾨職配置等加算における作業療法⼠の評価

就労移⾏⽀援と同様に、就労継続⽀援についても、⼀般就労への移⾏の更なる促進を⾒込み、作業療法⼠を
福祉専⾨職配置等加算における有資格者として新たに評価する。

【就労移⾏⽀援体制加算】

平均労働時間 基本報酬

7時間以上 618単位/⽇

6時間〜7時間未満 606単位/⽇

5時間〜6時間未満 597単位/⽇

4時間〜5時間未満 589単位/⽇

3時間〜4時間未満 501単位/⽇

2時間〜3時間未満 412単位/⽇

2時間未満 324単位/⽇
スコア合計点 ／２００点点

【改定前】 【令和3年４⽉以降】

就労継続⽀援Ａ型 収⽀差率 4.2％（全サービス平均 5.0％）

○ 就労継続⽀援Ａ型における送迎加算の在り⽅（平成30年度報酬改定での検討継続事項）
実態として「公共交通機関がない等地域の実情」や「重度障害などの障害特性」などのやむを得ない事情が多く、
多くの事業所において送迎の必要性を⼀律ではなく個別に判断していることを踏まえ、現⾏の枠組みは維持。 2



評価指標 判定スコア

労働時間

1⽇の平均労働時間により評価

５〜８０点
で評価

７時間以上 ︓80点 ４時間以上４時間30分未満 ︓40点
６時間以上７時間未満 ︓70点 ３時間以上４時間未満 ︓30点
５時間以上６時間未満 ︓55点 ２時間以上３時間未満 ︓20点
４時間30分以上５時間未満 ︓45点 ２時間未満 ︓ 5点

⽣産活動

前年度及び前々年度における⽣産活動収⽀の状況により評価

５〜４０点
で評価

前年度及び前々年度、⽣産活動収⽀が、利⽤者に⽀払う賃⾦の総額以上である。︓40点
前年度の⽣産活動収⽀が、利⽤者に⽀払う賃⾦の総額以上である。 ︓25点
前年度の⽣産活動収⽀が、利⽤者に⽀払う賃⾦の総額未満である。 ︓20点
前年度及び前々年度、⽣産活動収⽀が、利⽤者に⽀払う賃⾦の総額未満である。︓ 5点

多様な働き⽅

利⽤者が多様な働き⽅を実現できる制度の整備状況とその活⽤実績により評価

０〜３５点
で評価

以下、任意の５項⽬について規程等（就業規則その他これに準ずるものに限る）で定めており、前年度において雇⽤契約を締結していた利⽤者の希望により、当該制度を
活⽤した実績があった場合に評価値を各２（実績がない場合は１）として評価（最少０〜最⼤１０）した上で、以下３段階の評価。
８以上であること ︓35点 ６以上であること ︓25点 １以上であること ︓15点

①免許及び資格の取得の促進並びに検定の受験の勧奨に関する事項
②当該就労継続⽀援Ａ型事業所の利⽤者を、職員（利⽤者を除く）としての登⽤する制度に係る試験等の⼿続、対象者の要件及び採⽤時期に関する事項
③在宅勤務に係る労働条件及び服務規律に関する事項
④フレックスタイム制に係る労働条件に関する事項
⑤1⽇の所定労働時間を短縮するに当たり必要な労働条件に関する事項
⑥早出遅出勤務に係る労働条件に関する事項
⑦時間を単位として有給休暇を付与⼜は計画付与制度の取得に関する事項
⑧従業者が私的に負傷し、⼜は疾病にかかった場合の療養のための休暇の取得に関する事項

⽀援⼒向上

職員のキャリアップの機会を組織として提供している等、⽀援⼒向上に係る取組実績により評価

０〜３５点
で評価

以下、任意の５項⽬について、各項⽬の取組実績に応じて評価値として各１〜２として評価（最少０〜最⼤１０）した上で、以下３段階の評価。
８以上であること ︓35点 ６以上であること ︓25点 １以上であること ︓15点

①職員の研修に関する計画に基づく障害者雇⽤、障害者福祉その他障害者就労に関する外部研修会等の参加⼜は外部講師による内部研修会の開催状況
②外部研修会等への講師派遣、学会等での研究発表⼜は実践報告の実施状況
③障害者就労に係る先進的な取組を⾏う他の事業所等への視察若しくは実習への参加⼜は他の事業所等からの視察等の受⼊状況
④販路拡⼤、事業拡⼤等に向けた展⽰会への出展、商談会への参加その他⽣産活動収益の増加に資するビジネスマッチングに係る取組の実施状況
⑤昇給、昇格と連動した⼈事評価制度の整備状況
⑥障害者ピアサポート研修における基礎研修及び専⾨研修の修了し、利⽤者の就労⼜は⽣産活動等の⽀援を実施するピアサポートの配置状況
⑦前年度末⽇から過去３年以内の福祉サービス第三者評価の受審状況
⑧国際標準化機構が制定したマネジメントシステム規格等の認証取得⼜は更新審査等の受審状況

地域連携活動
地元企業と連携した⾼付加価値の商品開発、施設外就労等により働く場の確保等地域と連携した取組実績により評価

０〜１０点
で評価前年度において、地元企業と連携した⾼付加価値の商品開発、施設外就労による地域での働く場の確保等地域と連携した事業や取組を実施した場合に、当該活動の内容及

び連携先である企業等の意⾒⼜は評価を記録した報告書を作成し、インターネットの利⽤その他の⽅法により公表していることをもって評価する。 １事例以上ある場
合 ︓ 10点

点 ２００点合計 3

＜評価点＞ ①職員（職業指導員等）の半数以上参加：２点／１名以上参加：１点、②④２回以上の実施：２点／１回：１点
③実習等への参加及び実習等の受け入れ：２点／実習等への参加又は実習等の受け入れ：１点、⑤～⑧当該項目に該当する場合：２点

（参考）就労継続⽀援Ａ型の基本報酬におけるスコア式について
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（参考）公表様式について

（地域連携活動実施状況報告書）

㋺ ㌎ ㋸

╋㏹㍏㌤㏣╌ ╋㏹㍏㉘乱㌥╌

㏹㍏㌓㍪ ㏹㍏㉘乱㌥㉘丿㏢

㍀㒼㋸乳 ㍫㏵㎳㉘丿㏢

㍀㒼㈴㈼㌗㍣㏹㍏┎ 㒼㍭㍧倏仂㉘匓㍟ ㏹㍏㌤㏣㉘丬㎌㊰㋢㋴㋅

㎍㍇㌋㎃┉ 俌

╋㌿㌣╌

㌙丕㍄他㏹㍏㉘㉗㊓㈡

㌙丕㉕㉒㉀㉃㉘㋢㋫㋀㋅

㌜䚯㌋㉕㉒㉀㉃㉘㋢㋫㋀㋅

╋㍫㏵╌

㍀㒼㈴㈼㎹㏵

㏁㊓㊖㈼㍫㏵

上㎏㍱

㍄他㈴㈼㎹㏵㉕㌜㈶㊕㍤㌔㊈㈼㉙仮㏐

㌶㌟㉘㍄他㍨㍂㉕㎅㈮㈼上㎏

倏仂倆㍲㎡䘏▰ 九㌉㌅㍪㉕㈧㈮㊕㌙丕㍄他㏹㍏㍀㒼㽗亗㎒㏪㏱

㌙丕㍄他㏹㍏㉘匓㍟

㌉㌅㍪丒係

䜌㍆㌋㎵

㌜䚯㋺㌸

㌉㌅㍪㎵

㏫┉ ㍪

㎮㎉丒係

㍄他㎨㉘㎿㌅俌㉘㍤㌔㊈㈼㉙仮㏐

㍄他㎨㎿㌅㎵ 㽲㍚㌋㎵

（スコア公表様式）
年 月 日

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 点 　

　

　

　

　

　

　

点

　

　

　 　

　

　

　 0 点

　
（※）任意の５項目を選択すること

　

　

　

　

　 点

　
1事例以上ある場合:10点

　

　

　 5点 20点 30点 40点 45点 55点 70点 80点

　 5点 20点 25点 40点

　 0点 15点 25点 35点

　 0点 15点 25点 35点

　 0点 10点

　

　

　

　

　

点 点
（※）任意の５項目を選択すること （注1）8以上:35点、6～7：25点、1～5：15点

／２００点

地域連携活動

　

（注2）8以上:35点、6～7：25点、1～5：15点

⑦1日の平均労働時間が２時間以上３時間未満

（Ⅴ）地域連携活動

小計（注1）

地域の事業者と連携した付加価値の高い商品開発、企業や官公庁等
での生産活動等地域社会と連携した活動を行い、その結果をイン
ターネット等により公表している

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

⑤1日の平均労働時間が４時間以上４時間30分未満

⑥1日の平均労働時間が３時間以上４時間未満

⑧1日の平均労働時間が２時間未満

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　過去３年以内の福祉サービス第三者評価を
　　　受審しており、結果を公表している。

　　　都道府県知事が適当と認める国際標準化規格が定めた
　　　規格その他これに準ずるものの認証を受けている

小計（注2）

⑧傷病休暇等の取得に関する事項

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めている 点数

合計

　

　

　

　

       いずれの取組も行っている

　　　１回の場合

　　　２回以上の場合

　　　人事評価結果に基づき定期に昇給を判定する
　　　制度を設け、全ての職員に周知している

　　　ピアサポーターを職員として配置している

　　　参加した職員が１人以上半数未満であった

　　　参加した職員が半数以上であった

　　　１回の場合

　　　２回以上の場合

　　　 いずれか一方のみの取組を行っている

多様な働き方

　　　　　就業規則等で定めている

①80点 ②70点 ③55点 ④45 点 ⑤40点 ⑥30点 ⑦20点 ⑧5点

①40点 ②25点 ③20点 ④5点

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　　　　　就業規則等で定めている

支援力向上

項目

労働時間

生産活動

⑥ピアサポーターの配置

⑦第三者評価

⑧国際標準化規格が定めた規格等の認証等

①免許・資格取得、検定の受検勧奨に関する制度

②利用者を職員として登用する制度

　　　　　就業規則等で定めている

　　　　　就業規則等で定めており、前年度の実績がある

　

④前年度及び前々年度の各年度における生産活動収支が
いずれも当該各年度に利用者に支払う賃金の総額以上でない

③在宅勤務に係る労働条件及び服務規律

④フレックスタイム制に係る労働条件

⑤短時間勤務に係る労働条件

⑥時差出勤制度に係る労働条件

⑦有給休暇の時間単位取得又は計画的付与制度

電話番号

事業所番号

管理者名

対象年度

④1日の平均労働時間が４時間30分以上５時間未満

（Ⅰ）労働時間

（Ⅱ）生産活動

（Ⅲ）多様な働き方（※）

（Ⅳ）　支援力向上（※）

③前年度及び前々年度における生産活動収支のうち前々年度
における生産活動収支のみが利用者に支払う賃金の総額以上

②前年度及び前々年度における生産活動収支のうち前年度に
おける生産活動収支のみが利用者に支払う賃金の総額以上

①前年度及び前々年度の各年度における生産活動収支が
それぞれ当該各年度に利用者に支払う賃金の総額以上

　

　

　

②研修、学会等又は学会誌等において発表

①研修計画に基づいた外部研修会又は内部研修会

③視察・実習の実施又は受け入れ

④販路拡大の商談会等への参加

⑤職員の人事評価制度

①1日の平均労働時間が７時間以上

②1日の平均労働時間が６時間以上７時間未満

③1日の平均労働時間が５時間以上６時間未満

就労継続支援Ａ型事業所におけるスコア表（全体）

事業所名

住　所



多様な働き⽅ その１

利⽤者の多様な働き⽅のニーズへの対応について、就業規則の整備状況（毎年度４⽉１⽇時点）と活⽤実績により評価。

• 利⽤者を当該就労継続⽀援Ａ型事業所の職員（⼈員基準に定
める従業者以外の者も含む。）として登⽤するために、職員
登⽤の基準、登⽤試験等の登⽤⽅法、登⽤後の雇⽤条件等に
ついて、就業規則等に定めている場合に、１点。

• 当該就業規則等に基づき、事業所の職員として利⽤者を１名
以上登⽤し、雇⽤継続期間が前年度において６⽉以上に達し
ており、かつ、前年度末⽇まで雇⽤が継続している場合に、
さらに１点を加点。

• 利⽤者の就労に必要な知識及び能⼒の向上に資するための、
免許、資格、検定等の取得に係る⽀援の仕組み等を、就業
規則等に定めている場合に１点。

• 免許、資格、検定等の取得に係る⽀援を実施した利⽤者が
前年度において1名以上いる場合に、さらに１点を加点。

• 趣味的、教養的内容のもの、極めて初歩的内容のものは×。

• 予め個別⽀援計画への記載が必要

②利⽤者を事業所の職員として登⽤する制度①免許、検定その他の資格取得⽀援制度

• 利⽤者が在宅勤務を⾏うことができるように、在宅勤務の
対象者、在宅勤務時の服務規律、労働時間、出退勤管理等
就業規則等に定めている場合に、１点。

• 在宅勤務を実施した利⽤者が前年度において１名以上いる
場合に、さらに１点を加点。

• なお、ここでいう「在宅勤務」とは在宅でのサービス利⽤
に係る要件を満たす必要がある。

• 予め個別⽀援計画への記載が必要

③在宅勤務制度

• 始業及び終業の時刻の両⽅を利⽤者の決定に委ねる旨を就業
規則等に定めている場合に、１点。

• フレックス勤務制度の採⽤に当たっては、労働基準法の規定
に基づき、労使協定においての対象となる労働者の範囲、清
算期間、清算期間における総労働時間等を定める必要がある。

• フレックス勤務制度により勤務した利⽤者が前年度において
1名以上いる場合に、さらに１点を加点。

• 予め個別⽀援計画への記載が必要

④フレックス勤務制度
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多様な働き⽅ その２

利⽤者の多様な働き⽅のニーズへの対応について、就業規則の整備状況（毎年度４⽉１⽇時点）と活⽤実績により評価。

• 利⽤者が1⽇の所定労働時間を変更することなく始業⼜は終
業の時刻を繰り上げ⼜は繰り下げる制度による勤務ができる
ように、始業時刻、終業時刻、休憩時間等を就業規則等に定
めている場合に、１点とする。

• 時差出勤制度により勤務した利⽤者が当該年度の前年度にお
いて１名以上いる場合に、さらに１点を加点。

• 予め個別⽀援計画への記載が必要。

• 利⽤者が事業所の定める通常の所定労働時間によらず、⼀
⽇の所定労働時間が短い労働条件を設定して勤務すること
ができるように対象者の範囲、労働時間、休憩時間及び休
⽇、賃⾦等を就業規則等において定めている場合に、１点。

• 短時間勤務制度により勤務した利⽤者が前年度において1名
以上いる場合に、さらに１点を加点。

• 予め個別⽀援計画への記載が必要。

⑥時差出勤制度⑤短時間勤務制度

• 時間単位年休の対象労働者の範囲、⽇数、1⽇の時間数等を
就業規則等に定めている場合、⼜は、年次有給休暇の計画
的付与制度について就業規則等に定めている場合に、１点。

• 時間単位年休の取得⼜は計画的付与制度の採⽤に当たって
は、労使協定の締結が必要。

• 時間単位年休の取得⼜は計画的付与制度により有給休暇を
取得した利⽤者が前年度において1名以上いる場合に、さら
に１点を加点。

⑦時間単位年休⼜は年休の計画的付与制度

• 利⽤者が業務外の事由によって⻑期にわたる治療等が必要な
負傷⼜は疾病等のために休業を取得できる制度として休暇制
度、療養中・療養後の短時間勤務制度、失効年休積⽴制度等
を就業規則等に定めている場合に、１点。

• 傷病休暇制度を取得した利⽤者が当該年度の前年度において
1名以上いる場合に、さらに１点を加点。

⑧傷病休暇制度
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⽀援⼒向上のための取組 その１

職員の⽀援⼒を⾼め、利⽤者に対する⽀援の質の向上に繋がる取組を評価。

• 前年度において、事業所の職員が外部で開催される研修、学
会等⼜は学会誌等において発表した回数に応じて評価し、発
表回数が２回以上の場合は２点、１回の場合は１点。

Ø 研修
国や地⽅⾃治体、就労⽀援機関、企業等が実施する障害者
雇⽤、障害者福祉⼜は就労⽀援に関連する研修・セミナー
に講演者・報告者として登壇し、他の事業所や企業等に対
して事業所の取組を発信、情報提供していること。

Ø 学会等
障害者雇⽤、障害者福祉⼜は就労⽀援に関連するテーマを
取り扱った学会、研究会その他これに類似する研究成果や
実践報告等を公開発表する場において、⼀定規模以上の参
加者のもと、事業所の取組について発表を⾏っていること。

Ø 学会誌等
障害者雇⽤、障害者福祉⼜は就労⽀援に関連する学会誌、
学術誌、団体広報誌その他これに類似する研究成果や実践
報告等が掲載された刊⾏物において、事業所の取組を踏ま
えた研究論⽂・実践報告等を寄稿し、掲載されていること。

• 前年度において、研修計画に基づき、研修会に職員の半数
以上が参加している場合に２点、１⼈以上半数未満の場合
に１点。

• 対象はサービス管理責任者、職業指導員及び⽣活⽀援員。

Ø 外部研修会
障害者雇⽤、障害者福祉その他の障害者就労の関連知識や
⽀援⼿法に関する内容、⼜は⽣産活動における⽣産性向上、
販路拡⼤、商品開発等利⽤者の賃⾦向上にかかる⼿法に関
する内容であり、その内容の取得に必要となると⼀般的に
考えられる時間数が設定されていること。

Ø 内部研修会
外部研修会と同等の内容が含まれ、障害者雇⽤に係る外部
専⾨家、障害者福祉に係る外部専⾨家、経営⼒育成、品質
向上⽀援等に係る外部専⾨家を講師として招いて実施する
ものであり、概ね半⽇以上の時間数が設定されていること。

②研修、学会等⼜は学会誌等における発表①研修会への職員の参加
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⽀援⼒向上のための取組 その２

職員の⽀援⼒を⾼め、利⽤者に対する⽀援の質の向上に繋がる取組を評価。

• ⽣産活動収⼊を増やすための販路拡⼤のために商談会、展⽰
会その他これらに類するものへの参加状況を評価し、参加回
数が２回以上の場合は２点、１回の場合は１点。

• 「商談会等」への参加として想定されるものは次のとおり。

Ø 就労継続⽀援Ａ型事業所が⾃ら⽣産した商品等の販路開
拓を⾏うためにビジネスマッチングを⽬的とした展⽰会
への出展

Ø 就労継続⽀援Ａ型事業所が⾃ら⽣産した商品等の販路開
拓を⾏うために、地域の企業等への情報交換の機会を設
定した上での、事業内容の説明、情報交換の実施

Ø 新たな⽣産活動の導⼊、事業拡⼤を⽬的として⾃治体や
地域の商⼯会、商⼯会議所等が実施する企業間の情報交
換、商談会への参加

• 前年度における、事業所の職員が先進的事業者の視察・実
習への参加⼜は他の就労継続⽀援Ａ型事業者その他の事業
者からの視察・実習の受け⼊れ状況に応じて評価し、次の
いずれの取組も⾏っている場合に２点、いずれか⼀⽅のみ
の取組を⾏っている場合に１点。
（先進的事業者の例）
u ⾼賃⾦を達成しているA型事業所
u スコアの合計点が170点以上を達成しているＡ型事業所等
u 障害者雇⽤を進めるために新たな職務の創出等を⾏っており、法定
雇⽤率を相当程度上回る障害者雇⽤率を達成している企業

u 「もにす認定」を受けている中⼩事業主

Ø 先進的事業者の視察・実習への参加
先進的事業者で⾏われる障害者の雇⽤管理⽅法、就労に必
要な知識や能⼒の向上のための訓練の⼿法、⾼い収益を上
げる⽣産活動の⼿法について情報収集を⾏っていること。

Ø 他の事業者からの視察・実習の受⼊
事業者において⾏われる障害者の雇⽤管理⽅法、就労に必
要な知識や能⼒の向上のための訓練の⼿法、⾼い収益を上
げる⽣産活動の⼿法について、他の事業者に対して情報提
供を⾏っていること。

④商談会等への参加③視察・実習参加⼜は視察・実習受⼊
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⽀援⼒向上のための取組 その３

職員の⽀援⼒を⾼め、利⽤者に対する⽀援の質の向上に繋がる取組を評価。

• 事業所と雇⽤関係にある職員としてピアサポーターを配置し
ている場合に、２点。

Ø ピアサポーターの要件
「障害者ピアサポート研修」における基礎研修及び専⾨研
修の課程を修了し、修了証明書の交付を受けていること。

Ø ピアサポーターの職種、配置状況
サービス管理責任者、職業指導員、⽣活⽀援員のほか、利
⽤者とともに就労や⽣産活動に参加する者であること。

• ⼈事評価の結果に基づき就労継続⽀援Ａ型事業者の職員の
昇給を判定する仕組みを有している。

• ⼈事評価制度の対象とする職員の業績、能⼒、⾏動等につ
いての客観的な評価基準や昇給条件が明⽂化されている。

• 全ての職員に対して周知されている。

• 当該⼈事評価制度が前年度において運⽤されている場合に、
２点。

⑥ピアサポーターの配置⑤⼈事評価制度

• 「福祉サービス第三者評価事業に関する指針」に基づき都
道府県推進組織から認証を受けている第三者評価機関の評
価を受け、当該第三者評価の結果が、指針に⽰す「福祉
サービス第三者評価基準ガイドライン」に基づいて公表さ
れている場合に、２点。

• 前年度末⽇から起算して過去３年以内に受けた第三者評価
が対象。

⑦福祉サービス第三者評価

• 国際標準化機構が定めた規格その他これに準ずるものとし
て都道府県知事が認める規格に適合している旨の認証を受
けている場合に、２点。

• 事業所の⽣産した製品の品質や提供するサービスの質の向
上に資する規格であること。
（規格の例）
u ＩＳＯ９００１
u ノウフクＪＡＳ
u ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ

⑧ISO認証
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地域連携活動

地域の事業所と連携した付加価値の⾼い商品開発、企業や官公庁等での⽣産活動等地域社会と連携した活動を評価

利⽤者と地域との接点や関係を作り、地域での利⽤者の活躍の場を広げ、利⽤者が地域で暮らし、⾃⽴した⽣
活を実現すること。

⽬的

• 地域連携活動の実施状況について、活動の内容及び活動に対する関係事業者等の意⾒を記載した報告書を作成。
• スコアの公表とあわせて報告書をインターネットの利⽤等により公表。
• 当該活動によって⽣産活動収⼊の発⽣に係るものを前提とし、おおむね３ヶ⽉以上継続的に実施されているもの。

スコア算定要件

• ⾷料品や⽣活⽤品を⼭間部の⾼齢者に宅配する事業を実施し、定期的に⾼齢者の⾒守り⽀援を実施。

• 地域住⺠が利⽤する公営施設や地域の観光施設との請負契約により当該施設の清掃活動を⾏うと共に、販売拠点を設置して、
集客アップの取組に参画。

• 過疎地域において担い⼿が不⾜している農業に参⼊し、地元の農作物を使った加⼯⾷品を販売する等、地域農業の活性化に
寄与。

• 地元の中⼩企業から企業のウェブサイト作成、データ登録業務などを受託し、ＩＣＴを活⽤した障害者の地域企業とのつな
がりを実現。

• ⼈材不⾜が課題となっている地元企業と協⼒して、障害者の対応できる仕事を切り出して施設外就労によって企業内の働く
場づくりを実施。

地域連携活動の例
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1. スコア⽅式について

2. 業務継続計画（ＢＣＰ）について



感染症や災害への対応⼒強化（令和３年度報酬改定）

感染症や災害への対応⼒強化を図る観点から、感染症対策や業務継続に向けた取組、災害に当たっての地域と連携し
た取組を強化

全ての障害福祉サービス等事業者に、感染症の発⽣及びまん延の防⽌等に関する取組の徹底を求める観点から、委員会の開催、
指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施を義務づける。

※ ３年の経過措置期間を設ける

感染症対策の強化

感染症や災害が発⽣した場合であっても、必要な障害福祉サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点
から、全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シ
ミュレーション）の実施等を義務づける。
※ ３年の経過措置期間を設ける

業務継続に向けた取組の強化

• 災害への対応においては、地域との連携が不可⽋であることを踏まえ、⾮常災害対策（計画策定、関係機関との連携体制の
確保、避難等訓練の実施等）が求められる障害福祉サービス等事業者（施設系、通所系、居住系）において、訓練の実施に
当たって、地域住⺠の参加が得られるよう連携に努めなければならないこととする。

地域と連携した災害対応の強化

12



ＢＣＰの基礎知識

• BCP とは「平常時の対応」「緊急時の対応」の検討を通して、

① 事業活動レベルの落ち込みを⼩さくし、
② 復旧に要する時間を短くすること

を⽬的に作成された計画書。

• 障害福祉サービス事業所等では災害が発⽣した場合、⼀般に
「建物設備の損壊」「社会インフラの停⽌」「災害時対応業
務の発⽣による⼈⼿不⾜」などにより、利⽤者へのサービス
提供が困難になると考えられている。

• ⼀⽅、利⽤者の多くは⽇常⽣活・健康管理、さらには⽣命維
持の⼤部分を障害福祉サービス事業所等の提供するサービス
に依存しており、サービス提供が困難になることは利⽤者の
⽣活・健康・⽣命の⽀障に直結する。

• 上記の理由から、他の業種よりも障害福祉サービス等はサー
ビス提供の維持・継続の必要性が⾼く、BCP 作成など災害
発⽣時の対応について準備することが求められる。

• BCP（ビー・シー・ピー）とはBusiness Continuity Plan 
の略称で、業務継続計画などと訳される。

• 新型コロナウイルス等感染症や⼤地震などの災害が発⽣す
ると、通常通りに業務を実施することが困難になる。まず、
業務を中断させないように準備するとともに、中断した場
合でも優先業務を実施するため、あらかじめ検討した⽅策
を計画書としてまとめておくことが重要。

• BCP の特徴として、災害等が発⽣した後に速やかに復旧さ
せることが重要だが、その前に「重要な事業を中断させな
い」という点が挙げられる。

• BCP において重要な取組は、例えば、以下が挙げられる。

ü 各担当者をあらかじめ決めておくこと（誰が、いつ、何を
するか）

ü 連絡先をあらかじめ整理しておくこと

ü 必要な物資をあらかじめ整理、準備しておくこと

ü 上記を組織で共有すること

ü 定期的に⾒直し、必要に応じて研修・訓練を⾏うこと

障害福祉サービス事業所におけるＢＣＰ業務継続計画（ＢＣＰ）とは
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出典︓障害福祉サービス事業所等における⾃然
災害発⽣時の業務継続ガイドライン



障害福祉サービス事業所に求められる役割

• 障害福祉サービス事業者は、利⽤者の健康・⾝体・⽣命を守
るための必要不可⽋な責任を担っているため、通所事業所に
おいては、極⼒業務を継続できるよう努める。

• 万⼀業務の縮⼩や事業所の閉鎖を余儀なくされる場合でも、
利⽤者への影響を極⼒抑えるよう事前の検討を進めることが
肝要。

• 障害福祉サービスの利⽤者の中には、相対的に体⼒が弱い
障害者もおり、⾃然災害が発⽣した場合、深刻な⼈的被害
が⽣じる危険性があるため、「利⽤者の安全を確保するこ
と」が最⼤の役割。

• 「利⽤者の安全を守るための対策」が何よりも重要。

サービスの継続利⽤者の安全確保
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• 障害福祉サービス業者の社会福祉施設としての公共性を鑑み
ると、施設が無事であることを前提に、施設がもつ機能を活
かして被災時に地域へ貢献することも重要な役割。

• ⾃然災害発⽣時や復旧において業務継続を図ることは、⻑
時間勤務や精神的打撃など職員の労働環境が過酷にあるこ
とが懸念される。

• したがって、労働契約法第5 条（使⽤者の安全配慮義務）
の観点からも、職員の過重労働やメンタルヘルス対応への
適切な措置を講じることが使⽤者の責務。

※労働契約法第5 条
使⽤者は、労働契約に伴い、労働者がその⽣命、⾝体等の安全を確保
しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものとする。

地域への貢献職員の安全確保

出典︓障害福祉サービス事業所等における⾃然
災害発⽣時の業務継続ガイドライン



ＢＣＰ作成のポイント

• 事前の対策（今何をしておくか）
ü 設備・機器・什器の耐震固定
ü 浸⽔による危険性の確認
ü インフラが停⽌した場合のバックアップ

• 被災時の対策（どう⾏動するか）
ü ⼈命安全のルール策定と徹底
ü 事業復旧に向けたルール策定と徹底
ü 初動対応
ü 利⽤者・職員の安否確認、安全確保
ü 建物・設備の被害点検
ü 職員の参集

• 災害発⽣時の迅速な対応には、平時と緊急時の情報収集・
共有体制や、情報伝達フロー等の構築がポイント。

• そのためには、全体の意思決定者を決めておくこと、各業
務の担当者を決めておくこと（誰が、何をするか）、関係
者の連絡先、連絡フローの整理が重要。

２． 「事前の対策」と「被災時の対策」の準備１．正確な情報集約と判断ができる体制を構築
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• BCP は、作成するだけでは実効性があるとは⾔えないため、
危機発⽣時においても迅速に⾏動が出来るよう、関係者に周
知し、平時から研修、訓練（シミュレーション）を⾏う必要
がある。

• また、最新の知⾒等を踏まえ、定期的に⾒直すことも重要。

• 施設・事業所等や職員の被災状況によっては、限られた職
員・設備でサービス提供を継続する必要があることも想定
される。

• そのため、可能な限り通常通りのサービス提供を⾏うこと
を念頭に、職員の出勤状況、被災状況に応じて対応できる
よう、業務の優先順位を整理しておくことが重要。

４．計画を実⾏できるよう普段からの周知・研修、訓練３．業務の優先順位の整理

出典︓障害福祉サービス事業所等における⾃然
災害発⽣時の業務継続ガイドライン



⾃然災害発⽣に備えた対応・発⽣時の対応（通所系・固有事項）

• ＢＣＰに基づき速やかなサービスの再開に努めるが、サービ
ス提供を⻑期間休⽌する場合は、特定相談⽀援事業所と連携
し、必要に応じて他事業所の訪問サービス等への変更を検討
する。

• 利⽤中に被災した場合は、利⽤者の安否確認後、あらかじめ
把握している緊急連絡先を活⽤し、利⽤者家族への安否状況
の連絡を⾏う。利⽤者の安全確保や家族への連絡状況を踏ま
え、順次利⽤者の帰宅を⽀援する。その際、送迎⾞の利⽤が
困難な場合も考慮して、⼿段を検討する。帰宅にあたって、
可能であれば利⽤者家族の協⼒も得る。関係機関とも連携し
ながら事業所での宿泊や近くの避難所への移送等で対応する。

• 被災により⼀時的に事業所が使⽤できない場合は、利⽤者宅
を訪問するなど代替サービスの提供を検討する。

• サービス提供中に被災した場合に備え、緊急連絡先の把握
にあたっては、複数の連絡先や連絡⼿段（固定電話、携帯
電話、メール等）を把握しておくことが望ましい。

• � 特定相談⽀援事業所と連携し、利⽤者への安否確認の⽅
法等をあらかじめ整理しておく。

• � 平常時から地域の避難⽅法や避難所に関する情報に留意
し、地域の関係機関（⾏政、⾃治会、職能・事業所団体
等）と良好な関係を作るよう⼯夫することも望まれる。

災害発⽣時の対応平時からの対応
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• 台⾵などで甚⼤な被害が予想される場合などにおいては、
サービスの休⽌・縮⼩を余儀なくされることを想定し、あ
らかじめその基準を定めておくとともに、特定相談⽀援事
業所にも情報共有の上、利⽤者やその家族にも説明する。

• その上で、必要に応じ、サービスの前倒し等も検討する。

災害が予想される場合の対応

出典︓障害福祉サービス事業所等における⾃然
災害発⽣時の業務継続ガイドライン



新型コロナウイルス等感染症ＢＣＰ（⾃然災害ＢＣＰとの違い）

• 建物設備やインフラなどに甚⼤な被害を及ぼす⾃然災害と違
い、新型コロナウイルス等感染症ではヒトへの影響が⼤きく
なる。そのため、感染拡⼤時の職員確保策をあらかじめ検討
しておくことが重要。

• また、物流の混乱などの理由から感染予防に必要な物資の不
⾜が起こり得ることから、平常時から備蓄を進めておくこと
が必要。

• 感染の流⾏影響は、不確実性が⾼く予測が困難だが、利⽤
者・職員への感染リスク、業務を継続する社会的責任、事
業所を運営していくための収⼊の確保などの観点を踏まえ
て業務継続レベルを判断していく必要がある。そのため、
正確な情報を収集し、その都度的確に判断を下していくこ
とが事業者には求められる。

業務継続は、主にヒトのやりくりの問題正確な情報⼊⼿と的確な判断
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• 職員確保策に加え、感染防⽌策についてもあらかじめ検討
し、適切に実施しておくことが重要

感染防⽌策

新型コロナウイルス等感染症と⼤地震をはじめとした⾃然災害では、被害の対象や期間などに違いが⾒られる

出典︓障害福祉サービス事業所等における新型
コロナウイルス感染症発⽣時の業務継続
ガイドライン



その他参考情報
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• 障害福祉サービス事業所等における業務継続計画（ＢＣＰ）
作成⽀援に関する研修

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/huku
shi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00003.html

研修動画

• 障害福祉サービス事業所等における⾃然災害発⽣時の業務
継続ガイドライン

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html

• 障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感
染症発⽣時の業務継続ガイドライン

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

ガイドライン

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
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